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緊急事態措置の実施について 

 

  

本県新型コロナウイルス感染症対策本部において、令和３年５月７日付けで 

「緊急事態措置の実施について」を定めましたので、お知らせいたします。 

つきましては、内容を十分御了知いただくとともに、関係機関等への周知を図る等

の対応をお願いします。 

 

 

<添付資料> 

「緊急事態措置の実施について」 

 

なお、同日開催されました福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部会議の資料

は以下の URL より取得できます。 

《新型コロナウイルス感染症ポータルページ》 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/covid-19-portal.html 

福岡県新型コロナウイルス感染症対策本部事務局 

                 総務班 

電話：０９２－６４３－３６８６ 

FAX：０９２－６４３－３６９８ 
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令和３年５月７日 
 

緊急事態措置の実施について 
 
Ⅰ これまでの経緯 

４月中旬以降の感染拡大を受け、４月２０日から順次、日中も含む不要不急
の外出自粛や、飲食店等に対する営業時間の短縮といった、まん延防止等重
点措置に準じる厳しい措置を速やかにとってきました。しかしながら、新規陽性
者数が高い水準で推移していたことや、病床使用率の大幅な上昇の懸念もあ
ることから、県としてさらなる措置が必要であると判断し、５月１日、まん延防止
等重点措置を本県に適用するよう国に申し入れました。 

また、５月３日には、まん延防止等重点措置が適用されるまでの間も感染拡
大を食い止めるため、まん延防止等重点措置と同等の県単独の措置を先んじ
て実施することを決定しました。 

 
このような中、本日、政府対策本部は、新型インフルエンザ等対策特別措置

法第３２条第３項に基づき、本県を緊急事態措置を実施すべき区域とし、その
期間については、５月１２日から５月３１日までとすることを決定しました。 

 
福岡県が九州・山口地域に及ぼす影響が大きく、広域的な感染の拡大防

止を図るため、県としては、国において広域的な観点から感染拡大防止を図る
緊急事態措置を本県に適用すると判断されたということであれば、これを受け
入れざるを得ないと判断したところです。 

 
これを受け、県では、今回定められた国の新しい基本的対処方針に基づき、

以下のとおり緊急事態措置を決定し、これを徹底することにより、感染の封じ
込めを図っていくこととします。 

 
これまで、県では、県民及び事業者の皆様の御理解と御協力のもと、感染

拡大防止の徹底と医療提供体制の強化に努めてまいりました。 
医療提供体制については、４月１９日時点で８０２床であった新型コロナ陽

性患者を受け入れる病床は、随時増床を図り、本日新たに６７床確保したこと
により、１,００７床に増床しました。また、宿泊療養施設は、本日、北九州市内に
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新たな施設を開設し、計１,５３８室となりました。 
引き続き、病床については目標の１,２２０床、宿泊療養施設については目標

の２,０００室の確保に向けて、関係者と協議を進めてまいります。 
 
 
Ⅱ 県民・事業者等に対する要請 

県民及び事業者の皆様には、これまで以上に御不便と御苦労をおかけしま
すが、次のとおり協力を要請します。 

 
１ 県民への要請 

 

区域：県内全域 
期間：令和３年５月 12 日(水曜日)０時から 5 月 31 日（月曜日）２４時まで 

 

（１） 外出の自粛（特措法第４５条第１項） 
① 日中も含め、不要不急の外出を自粛すること。特に、２０時以降の不要不

急の外出自粛を徹底すること。 
ただし、 生活や健康の維持に必要な場合を除く。 

生活や健康の維持に必要な場合の例 

医療機関への通院、食料・医療品・生活必需品の買い出し、職場への必要な

出勤、屋外での運動や散歩など 

② 必要があり外出する場合も、混雑している場所や時間を避けて行動するこ
と。 

③ 不要不急の都道府県間の移動は、極力控えること。県内でも感染が拡大
している地域との不要不急の往来は自粛すること。 
特に発熱等の症状がある場合は、外出や移動を控えること。 

④ 感染対策が徹底されていない飲食店等や休業要請又は営業時間短縮の
要請に応じていない飲食店等の利用は厳に控えること。 

⑤ 路上・公園等における集団での飲食など、感染リスクが高い行動は控える
こと。 

 

（２） 基本的な要請 
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① 三つの密の回避やマスクの着用、手洗いなどの手指衛生等の基本的な感
染防止対策を徹底すること。 

② ２０代から３０代の若年層においても感染拡大が見られ、重症化する事例
もある。慎重かつ責任のある行動をすること。 

③ 公共交通機関の利用においては、常にマスクを着用し、大声での会話を控
えること。 

④ 飲食店の利用においては、少人数、短時間とし、会話の際は、マスクを着用
し、大声を避けること。（個人宅等での会食を伴う集まりも含む）。 

⑤ 普段一緒にいない人との飲食は屋外でも控えること。（バーベキューなど） 
 
 
２ 飲食店等への要請（特措法第４５条第２項） 
 

区域：県内全域 
期間：令和３年５月１２日（水曜日）０時から 5 月 31 日（月曜日）２４時まで 

 

休業要請及び営業時間短縮の要請 

① 休業の要請 

酒類又はカラオケ設備を提供する次の飲食店、喫茶店（特措法施行令第 
１１条第１４号）等 

・宅配、テイクアウトサービスを除く。 

・設備を設けて客に飲食をさせる営業を行う露店営業(屋台)は含む。 

・飲食業の許可を受けていないカラオケ店を含む。 

・利用者による酒類の店内持込を認めている飲食店を含む。 

・遊興施設（特措法施行令第１１条第１１号）のうち、食品衛生法上における飲食店

営業の許可を受けているものを含む。 

・酒類及びカラオケ設備の提供を取り止める場合を除く。 

・ネットカフェ・マンガ喫茶等、宿泊を目的とした利用が相当程度見込まれる施設に

該当する場合は、営業時間短縮要請の対象から除く。 
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② 営業時間短縮の要請 

酒類及びカラオケ設備の提供を行わない飲食店、喫茶店等 

（営業時間を５時から２０時までの間とすること。） 
（もともとの営業時間が、５時から２０時までの間である施設（店舗）は対象外） 

・宅配、テイクアウトサービスを除く。 

・ネットカフェ・マンガ喫茶等、宿泊を目的とした利用が相当程度見込まれる施設

に該当する場合は、営業時間短縮要請の対象から除く。 

 

 

 
 
3 集客施設への要請（特措法第２４条第９項） 

区域：県内全域 
期間：令和３年５月 12 日（水曜日）０時から 5 月 31 日（月曜日）２４時まで 

 

別添「施設・催物関係の主な緊急事態措置の概要②、③」のとおり 
 
 
4 催物（イベント等）の取扱い 

区域：県内全域 

期間：令和３年５月 12 日(水曜日)０時から 5 月 31 日（月曜日）２４時まで 

 

（１） 催物（イベント等）の開催制限 

【協力金の支給について】 

○  【第７期】令和３年 5 月 12 日（水）０時～３１日（月）２４時まで、休業又は営
業時間短縮に協力した飲食店等に対し協力金を支給する。 

〇 支給額 
  ・中小企業：売上高に応じて 1 日４万円～１０万円 
  ・大企業（中小企業も選択可）：売上高減少額に応じて１日最大２０万円 
〇 申請受付期間 
  6 月１日～３０日（電子申請及び郵送申請） 

※詳細については、別途発表予定 
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＜概要＞ 

・人数上限 5,000 人かつ、収容率 50% 

・開催は 21 時までとする。 

※ 詳細は別添のとおり。 

 

（２） その他の要請 

・酒類の提供は行わないこと。 

・業種別ガイドラインを遵守すること。 

・主催者は、催物前後に「三つの密」となるような混雑を回避するための方策

を徹底すること。 

 
 
5 事業者等への要請 

 

区域：県内全域 
期間：令和３年５月 12 日(水曜日)０時から 5 月 31 日（月曜日）２４時まで 

 

（１） 基本的な要請 
① 従業員に対する検査を受けることを勧奨すること。 
② 入場者の感染防止のための整理及び誘導をすること。また、ホームページ

等を通じて広く周知すること。 
③ 発熱、その他の症状のある者の入場を禁止すること。 
④ 手指の消毒設備を設置すること。 
⑤ 事業所を消毒すること。 
⑥ 入場者へのマスク飲食を周知すること。 
⑦ 正当な理由なくマスク飲食等の感染防止措置を講じない者の入場を禁止

すること。 
⑧ 換気や座席間の距離の確保、飛沫の飛散防止に有効なアクリル板等の設

置など、業種別ガイドラインに従った感染防止策を徹底すること。 
 
（2） 高齢者施設等に対する要請 

高齢者施設等におけるクラスターの発生が続いているため、施設におけ
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る基本的な感染防止対策を再確認するとともに、以下の取組みを積極的
に進めること。 
・ 県等が実施している高齢者施設職員等を対象としたＰＣＲ検査事業を

活用し、職員の受検を促すこと。 
・ 管理者は、日頃から職員の健康管理に留意するとともに、職員が職場

で体調不良を申出しやすい環境づくりに努めること。 
・ 職員に発熱等の症状が認められる場合は、当該職員が出勤しないよう

徹底すること。 
・ 通所介護事業所等の利用者に対する健康状態の確認や、マスク着用、

手 指消毒などの感染防止対策の徹底を図ること。 
・ 施設で陽性者が出た場合に備え、国や県が作成した動画等を活用し、

職員に対する研修を行うこと。 
・ 陽性者が出た場合には、施設のゾーニングや介助時の留意点等に関し

て感染症専門医等からの指導・助言を受け、適切に対処すること。 
 
（3） 職場への出勤等 

① 在宅勤務（テレワーク）の活用や休暇取得の促進等により、出勤者数の７
割削減を目指すこと。職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等
の人との接触を低減する取組を強力に推進すること。 

② 事業の継続に必要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制すること。 

③ 職場においては、業種別ガイドラインに従った感染防止のための取組み※

を行い、三つの密や「感染リスクが高まる「５つの場面」」等を回避すること。
特に、職場での「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、喫煙室等）に注
意するよう周知すること。 

 
※ 手洗いや手指消毒、咳エチケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、複

数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状がみられる職員の出勤自粛、出張による職

員の移動を減らすためのテレビ会議等の活用等 

 
（4） 事業者への協力依頼 

・屋外照明（防犯対策上、必要なもの等を除く）の夜間消灯。 
・公共交通機関の終電時刻の繰り上げ、主要ターミナルにおける検温の実施。 
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6 学校等の取扱い 

授業・学校行事・部活動等における感染リスクの高い活動はせず、その他
の教育活動については、感染防止策を徹底するよう要請する。 

 

 

７ 県有施設及び県主催イベントの対応について 

（１） 県有施設 
原則として、閉館とする。 

（２） 県主催イベント 
原則として、中止若しくは延期とする。 

 
 なお、上記の対応状況は、県のホームページに随時掲載する。 

 




